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１．はじめに  

 水防法改正に伴い水防協力団体内の個々の役割が

明確になり，それぞれの力を結集して地域の安全を

守っていくことが必要となる．現在多くの市町村で

公開されている洪水ハザードマップは，複数の氾濫

条件に基づく最大浸水深を包絡するように可視化さ

れており，大きな浸水被害が想定される地域は判断

しやすいという利点がある．その一方で，地域住民

にとっては実際に任意地点が浸水し，避難すべきタ

イミングや避難する方向を判断するための時間情報

が不足している．  

 近代改修以前（江戸時代から明治初期）における

旧堤防時の河川氾濫を防ぐ能力は現況堤防時に比べ

て高くなかった．旧堤防時には自動車やバスといっ

た避難ツールはなく徒歩や垂直避難などがほとんど

であり，現在のような公助が主体ではなく自助や共

助が主流であったと考えられる．近年の河川氾濫被

害の増加により，防災のみならず減災の役割が重要

視されるようになり，避難対策としても自助・共助

と公助のバランスが重要となっている．限られた堤

防のみだった旧堤防時の氾濫特性とそれに対しての

自助主体の避難特性を理解することは，想定最大規

模の洪水時における自助・共助と公助の役割分担を

考える上で重要であると考えられる． 

そこで本研究では，周囲を河川に囲まれた埼玉県

川島町を対象地域として洪水・氾濫流解析モデルを

構築する．洪水ハザードマップに記載されていない，

河川内を越流するまでの時間，氾濫流が対象地域を

水没させるまでの時間を把握することで，現況堤防

時，荒川西遷(1629)以前，西遷以後の対象地域におけ

る氾濫特性の変化を把握することを目的とする． 

 

２．解析モデル概要 

研究背景に示したように，川島町を含む広範囲の

領域における河川内の水位と堤内地の氾濫流を一体

的に解析可能な洪水・氾濫流解析モデルの構築が必

要である．将来的な拡張も視野に入れ，図-1 に示す

ように領域を A～D 領域の４段階で細分化し大領域

の計算結果を小領域に引き継いでいくネスティング

手法を用いた計算を行う．まず，グリッドサイズ 1350 

m の A 領域では線形長波式を用いて計算を行う．ま

た，B 領域(450 m)，C 領域(150 m)，D 領域(50 m)に

ついては非線形長波式を用いて津波計算を行ってい

る（括弧内はグリッドサイズを示している）．非線形

長波方程式の連続式を式(1)に，x 方向，y 方向の運動

方程式をそれぞれ式(2), 式(3)に示す． 
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ここに，ζ は水位(m)，Vx ，Vy は x および y 方向の

平均流速(m/s)，h は初期状態の静水深（m），Fx,i，Fy,i 

は x および y 方向の抗力(i = 1，2 はそれぞれ樹木，

家屋を意味する) ，Ax,i ，Ay,i は x および y 方向の投

影面積，EVx ，EVy は x および y 方向の渦粘性抗力，

fA と fE は領域ごとに異なる係数(A 領域：0 と 0，B

～D 領域：1 と 0)，CD は抗力係数，ρは流体の密度，

g は重力加速度（m/s
2），τbx，τbyは x および y 方向

の底面せん断応力である．マニングの粗度係数はτ

bx，τby の計算に用いている．EVx ，EVy の計算方法

については Tanaka・Sato
1)を参照されたい． 

本研究では，差分は空間的にはスタッガードグリ
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ッドで水位と線流量を半格子分ずらした形で計算を

行い，時間的にはリープフロッグ法を用いて，陽解

放により水位と線流量を計算した．各領域データ作

成に関して，A，B 領域は海域と陸域にそれぞれ－

10m と 10m のダミーデータを用いている．C 領域は

荒川本川部分が存在するグリッドのみLPデータ（5m

メッシュ），それ以外の陸域グリッドには 10m のダミ

ーデータを与えている．D 領域については全領域を

LP データ（5m メッシュ）より作成している．また

D 領域は現況堤防時の地形データのほかに西遷前後

の地形データを作成する．西遷前後の河道地形は現

況堤防時の地形データを基にして，国土交通省荒川

上流河川事務所より提供を受けた資料より，河道位

置と河道地盤高を与えた．粗度係数については，河

道内に対しては，国土交通省荒川上流河川事務所よ

り提供を受けた資料より，各河川の距離標ごとに低

水路，高水敷の粗度係数を分けて与え，河道以外の

粗度係数は細密数値情報(10m メッシュ土地利用)よ

り土地利用分類に応じた粗度係数を与えた． 

 

 

３．解析モデルの初期条件と境界条件の決定 

本モデルの検証のため，平成 11 年 8 月出水を対

象に解析を実施する．氾濫流を検討するにあたり，

同出水を 100 年確率流量規模に引き伸ばした出水波

形をベースに，荒川上流端の出水波形のみ変化させ

た 3 パターン(荒川流量が 100％，50％，0％)の上流

端境界条件を設定した．現況堤防時の地形条件と西

遷前後の地形条件を比較するため，表—1 のようなケ

ース 1～ケース 5 の異なる初期条件と境界条件の解

析を行った．各ケースは，現況堤防時のタイプ(ケー

ス１)，西遷後かつ市野川が新川開削後の位置にある

タイプ(ケース２)，西遷後かつ市野川が西遷直後の位

置にあるタイプ(ケース３)，西遷前かつ元荒川の流量

が 50％のタイプ(ケース４)，西遷前かつ元荒川の流

量が 100％のタイプ(ケース５)を設定した．境界条件

として，図-2 に示す各河川の上流端観測所位置にプ

ールを設置し，6 ケースともに，各プールに図—3 に

示す水位を与えた．河道内グリッドの初期水位は各

プールにおいて解析開始時間(図-3 の横軸が 0)での

水位を与え続けて助走計算を行い，定常状態となっ

た時の値を設定した． 

 

 

 

 

図-1 ネスティングによる各計算領域の範囲 

表—1 各ケースの解析条件 

ケース名 堤防 河道
荒川の流量

(％)

ケース1 現況 現況 100

ケース2 旧荒川 100

ケース3
旧荒川+
旧市野川

100

ケース4 50
ケース5 0

川島大囲堤3m+
吉見領囲堤3m

川島大囲堤3m 旧荒川

図-2 各プール設置位置と水位観測所 

図-3 各プールの境界条件 

Ⅱ-65 第44回土木学会関東支部技術研究発表会



４．解析モデルの検証 

 図-4 に，前述した洪水・氾濫流解析モデルで平成

11年8 月出水を再現した計算より得られた解析最大

水位と実測最大水位との関係を示す．D 領域におい

て境界条件として与えた観測所以外の 6 箇所の中間

観測所(図-2)において，解析水位は実測水位を概ね再

現できていることがわかる．また，本解析モデルは 6 

河川で構成される複雑な河道網においても洪水流を

概ね精度よく再現可能であることが示された． 

 

 

 

５．結果及び考察 

 図—5 に解析結果より得られたケース 1 からケース

5で越流が発生した位置を示す．図—5よりケース1(現

況堤防時)の越流位置は北園部であり，ここは過去に

堤防決壊が生じた箇所である．西遷前後のケース 2

～ケース 5 についても過去に決壊があった箇所で，

計算上も越流が発生していることから，その時代に

おける河川の法線（堤防幅の変化）や合流点の特性

に応じた氾濫しやすい箇所があり、実際にそこで越 

流をきっかけとした洪水氾濫が生じていたことがわ

かる．表-2 に各ケースの越流が発生した箇所の有無

を示す．表—2 より現況堤防時の越流発生箇所は 1 箇

所と全ケースの中で最も少なく，各河川の流下能力

向上と河川合流点処理（背割堤など）の成果がみて

とれる． 

表—3 より最大浸水深が低いケースはケース 1 とケ

ース 5 である．これはほかのケースに比べて越流が

発生する箇所数が少なかったためである．西遷後の

ケースの中でケース 2 とケース 3 の浸水深が最も大

きくなったのは元荒川の流量が 100％であったため

である．元荒川の流量が 50％のケース 4 が元荒川

100％であるケース 2とケース 3よりも越流箇所数が

多くなっている．これはケース 4 には吉見大囲堤が

ないため，市野川上流で発生した越流による氾濫水

が堰き止められず市野川下流に流れ込み，荒川との

合流点による背水影響を強く受けたためである． 

 表—3 より西遷前後の川島町内部への越流開始時間

は現況堤防時に比べて約35～25時間程度早くなって

いる．川島町への浸水が開始してから全域が浸水す

るまでに要する時間はケース１とケース 5 が長く，

ケース 2 が最も短かった．ケース 2 とケース 3 に違

いが生じたのは市野川と荒川本川の合流点付け替え

の影響である． 

図—4 各水位観測所の解析最大水位と実測最大

水位の比較 
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) 図—5 現況堤防時と西遷前後の越流位置の変化 

（参考文献(3 を基に作成） 

表—2 各ケースの越流位置 

戸守 上井草 北園部 谷中 鳥羽井 山谷戸 出丸下郷

ケース1 × × ○ × × × ×

ケース2 ○ × × ○ ○ × ×
ケース3 ○ × × ○ ○ × ×
ケース4 ○ × × ○ ○ ○ ○
ケース5 ○ ○ × × × × ×

ケース名
越流位置

表—3 解析結果より得られた最大浸水深と浸水

にかかわる時間 

解析
ケース

川島町内部
への越流開
始時間(h)

川島町全
域浸水時
間(h)

浸水開始か
ら全域浸水
まで(h)

最大浸水
深(m)

ケース1 41 59 18 3～4
ケース2 6.25 17.5 11.25 5～6
ケース3 6 18 12 5～6
ケース4 6.5 20.5 15 4～5
ケース5 14.25 33 18.75 3～4
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 ここでは現況堤防時の氾濫状況(ケース 1)と西遷

前後の中で最も越流箇所が多かったケース(ケース

4)を基に避難方法についてまとめる．図—6 にケース

1(現況堤防時)の川島町が水没した時の浸水深分布と

氾濫水の進行方向を示す．図—6 より氾濫水は北側か

ら南側に向かって進行しており，南側の浸水深が 3m

～4m 程度の高さになっている．そのため，南側の住

民は垂直避難が難しく，浸水がない北側に避難する

必要がある．北側の住民は浸水深が 1m～2m 程度で

あるため建物の 2 階以上に避難するという選択肢が

ある．ただし，越流が発生している付近では氾濫水

の流速が速いと考えられるため，垂直避難だけでは

なく西側への避難も考慮すべきである．図—7 にケー

ス 4(最も越流箇所が多かったケース) の川島町が水

没した時の浸水深分布と氾濫水の進行方向を示す．

図—7 より 5 箇所で越流が発生しているため，総越流

量が多く全体的に浸水深が高くなっており，最大で

5-6m 程度の高さになっている．川島町には明確な自

然堤防の後があり，地盤高は水田より 2m 程度高くな

っている．同町の集落はこの自然堤防上に発達して

おり，さらにその地盤を 1-2m 盛土した場所に蔵など

に使用される水塚が発達している。本研究の対象洪

水ではないが，明治 43 年の洪水では住民は水塚の二

階部に避難し，水塚に避難した牛の腹のあたりまで

水が来たということから，浸水深は水田面からは約

5m 程度あったことが想定される．当時，そうした大

規模洪水においても垂直避難機能を有していたこと

は重要である．同地域の水塚の発達時期は江戸時代

以降とされる．このことより，水塚は荒川の西遷後

に垂直避難という自己防衛機能として発達してきた

ことが推定される．ただし，近代改修が始まって以

降，水塚の新築は少ないことから，垂直避難機能そ

のものも減退している可能性がある．また，公的な

避難所も収容人数が限られる．氾濫特性を踏まえた

早期避難や，避難所・避難丘の整備が望まれる． 

 

６．結論・今後の課題 

本研究により，現況堤防時と西遷前後の対象地域

における避難形態の変遷や氾濫特性の変化を把握す

ることができた．  
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図—6 ケース 1 の浸水深分布(氾濫計算開始から

59 時間後) 

図—7 ケース 4 の浸水深分布(氾濫計算開始から

20.5 時間後) 
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